
 

下関市国民健康保険限度額適用認定交付基準 

（目的） 

第１条　この基準は、国民健康保険限度額適用認定に関し、国民健康保険法施行規

則（昭和 33 年厚生省令第 53 号。）第 27 条の 14 の 2 に規定する事項のほか、必

要な事項を定めることを目的とする。 

（限度額適用認定） 

第２条　限度額適用認定は、申請を行った被保険者が属する世帯の世帯主に、保険

料の滞納がないことを確認できた場合に限り行う。ただし、保険料の滞納がある

ことについて、特別の事情があると認められる場合又は市長が適当と認める場合

は、認定を行うものとする。 

２　前項の特別の事情とは次の各号に掲げる事由により国民健康保険料を納付す

ることができないと認められる場合をいう。 

（１）世帯主がその財産につき災害を受け、又は盗難にかかったこと。 

（２）世帯主又はその者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷したこ

と。 

（３）世帯主がその事業を廃止し、又は休止したこと。 

（４）世帯主がその事業につき著しい損失を受けたこと。 

（５）前各号に類する事由があったこと。 

３　第１項の特別の事情を有する世帯主は、限度額適用・標準負担額減額認定申請

書と併せ特別の事情に関する届（下関市国民健康保険特別療養費の支給に関する

要綱に定める様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

４　第１項の市長が適当と認める場合とは次の各号に掲げる場合をいう。 

（１）限度額適用認定の申請時において、申請を行った被保険者が属する世帯の

世帯主に、保険料の滞納があり、現年度賦課分については、年度内に、過年

度賦課分については、１年以内に完納又は滞納保険料の著しい減少が見込め

ること。 

（２）限度額適用認定証の交付を受けようとする被保険者が、原子爆弾被爆者に

対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）による一般疾病医療費

の支給対象者であること。 

（３）限度額適用認定証の交付を受けようとする被保険者が、厚生労働省令で定

める公費負担医療の対象者であること。 

５　前項第２号及び第３号に該当する場合は、限度額適用・標準負担額減額認定申

請書と併せ公費負担医療受給者届（下関市国民健康保険特別療養費の支給に関す

る要綱に定める様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

６　第１項により限度額適用認定証の交付を行わなかった場合は、申請を行った被

保険者に対し、その理由及び当該理由が解消されれば再度申請を行うことにより

交付を行うことができる旨を説明しなければならない。 

 

　附　則 

この基準は、平成１９年７月１８日から施行する。 

 



　附　則 

この基準は、令和６年１２月２日から施行する。


